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Ⅳ ３８の政策 

２（冊子 40） 

文化芸術創造都市による魅力・賑わいの創出 
 

✦政策の目標・方向性 

・文化芸術の風土醸成や子どもたちの育成を図るとともに、さらなる魅力・賑わいを創出し、 
 都市の活性化につなげるため、新たな文化芸術の魅力を発信する劇場の整備を検討します。 
・歴史的建造物等での賑わいづくりなど、創造性をいかしたまちづくりを進めるとともに、文化
的に豊かな市民生活の実現に向け、文化芸術活動の基盤を整備します。また、芸術フェスティ
バルの開催などにより、横浜の持つ魅力を国内外へ発信し、プレゼンスを向上させます。 

・文化芸術を通じた誰もが対等な関係で関わり合える社会の実現や、子どもたちや新進アーティ
ストなど次世代を担う人材を育成します。 

・横浜の魅力である港、街並み、歴史・文化資産等をいかし、横浜らしい景観や賑わいのある魅
力あふれる都市空間形成を進めます。 

✦現状と課題 

・文化芸術は、人の心を豊かにし、創造性や感受性を育み、人々に活力を与えます。エンターテ
イメントから本格的な舞台芸術まで楽しめ、内外の人が繰り返し訪れる魅力ある都市を目指す
には、質の高い文化芸術に触れる場が必要です。 

・横浜トリエンナーレは、2001（平成 13）年の第 1回開催以来、最新の現代アートの動向を提
示する国際展として定着しており、ダンス・音楽の横浜芸術アクション事業の継続的な開催と
ともに、横浜のプレゼンスを向上させ、まちの賑わいを創出しています。 

・企業・NPO・大学等と連携しながら、アーティスト・クリエーターの創造性を身近に感じるこ
とができるエリアとして、拠点を中心とした「創造界隈」の活性化を推進してきました。また、
こうした連携を通じ、新たなビジネス機会の創出につなげることも期待されています。 

・市民の文化芸術活動の拠点として、区民文化センターなどの拠点整備が進む一方で、文化施設
の老朽化による大規模改修の必要性も高まっています。 

・地域の資源となる歴史・文化的資産や公共空間等を積極的に活用することにより、まちの活性
化につなげる必要があります。 

2.9 
4.1 

0.2 
16.5 
17.1 
17.2 
18.4 

22.9 
29.4 

34.1 
37.5 

41 
45.3 

0 20 40 60
わからない 

特にない 
その他 

国際交流の促進 
健康の増進（脳の活性化など） 

人々の創造性の向上 
障害者や高齢者の活躍の場の創出 

観光客や移住者の増加 
地域に対する愛着や誇りの醸成 

地域のイメージの向上 
人々が生きる楽しみを見出せる 

地域社会・経済の活性化 
子どもの心豊かな成長 

文化芸術振興による効果 

総数（N=1,831人,M.T.=286.5%） 

政策５ 

資料：内閣府「平成 28年文化に関する世論調査」 

(%) 

(複数回答) 



Ⅳ ３８の政策 

３（冊子 41） 

✦指標 
 指標 直近の現状値 目標値 

（33年度末） 所管 

１ 文化芸術創造都市施策の浸透度※１ 3.85（29年度） 4.00 文化観光局 
２ 市内の景観に関する満足度 －※２ －※２ 都市整備局 

※１ 文化芸術創造都市施策の浸透度を測る指標として、本市に対し市民が持つイメージを数値化したもの（最高値６P～最低値 0P） 

※２ 市内の景観に関する満足度調査の結果に基づき、平成 30 年５月に目標値を設定し、直近の現状値及び目標値を原案策定時に掲載します。   
✦主な施策（事業） 

1 【新規】新たな劇場整備の事業化検討・事業推進 所管 政策局、文化観光局 
都市整備局 

本格的な舞台芸術に対応した劇場について、その内容や整備手法、運営方法などについて、民間の力の活用や
既存施設との相乗効果も考慮しながら検討を進めます。 

想定 
事業量 

整備に向けた事業化検討・事業推進 
【直近の現状値】29 年度：－ 

計画上の 
見込額 

―※ 

※計画上の見込み額は、事業手法などの調査結果を踏まえて決定するため、記載していません。   

２ 創造性をいかしたまちづくり 所管  文化観光局、    
都市整備局 

関内・関外をはじめとする都心臨海部の歴史的建造物や公共空間（道路・公園・水辺）等を活用し、アーティスト・
クリエーターが創造性を発揮することにより、まちの賑わいづくりを進めます。また、様々なビジネスと創造性をかけあ
わせ、新たなビジネス機会の創出を図ります。創造界隈拠点では、これらの活動を先駆的に進めます。 

想定 
事業量 

創造界隈拠点の運営 
【直近の現状値】29 年度：創造界隈拠点の運営 

計画上の 
見込額 

22 億円 
  
３ 市民の文化芸術活動の環境整備 所管 文化観光局、区 
文化芸術の創造性をいかして、コミュニティを活性化し、教育、福祉、子育て、環境など様々な地域課題の解決に

取り組む活動を支援します。地域文化芸術活動の拠点となる区民文化センターについては、未整備区を対象として
検討を進め、再開発等のまちづくりの機会に合わせて、区内の文化施設や公会堂等の公共施設の機能を踏まえ、区
の特性に合わせて必要な機能を整備します。また、文化施設の大規模改修を計画的に進めていきます。 

想定 
事業量 

①区民文化センター整備の推進 ②横浜美術館・横浜みなとみらいホールの大規模改修 
【直近の現状値】29 年度：①事業中３区 ②基本計画等 

計画上の 
見込額 

96 億円 

  

４ 横浜らしい特色のある文化芸術の国内外への発信 所管 文化観光局、区 
横浜トリエンナーレやダンス・音楽の横浜芸術アクション事業といった横浜らしい特色のある芸術フェスティバルの開

催を通じて、横浜の魅力を国内外へ発信します。また、アーティスト・イン・レジデンス※による世界のアート関係者との
交流や、東アジア文化都市ネットワークでの交流を通じて、横浜のプレゼンスを高めます。 

想定 
事業量 

横浜らしい特色のある芸術フェスティバルの開催 
【直近の現状値】29 年度：ヨコハマトリエンナーレ 2017 開催 

計画上の 
見込額 

21 億円 
 
※アーティスト・イン・レジデンス：アーティストの滞在型創作活動   

５ 文化芸術を通じた社会包摂※と次世代育成 所管 文化観光局、健康福祉局 
教育委員会事務局 

ヨコハマ・パラトリエンナーレなど文化芸術を通じた社会包摂の取組により、障害・性別・国籍等の様々な違いを超
えて、誰もが対等な関係で関わり合える社会を目指します。また、子どもたちの感性や創造性を育むために優れた文
化芸術に親しむ機会を充実させるとともに、才能豊かな新進アーティストなど次世代を担う人材を育成します。 

想定 
事業量 

ヨコハマ・パラトリエンナーレの開催 
【直近の現状値】29 年度：ヨコハマ・パラトリエンナーレ 2017 開催 

計画上の 
見込額 

7 億円 
 
※社会包摂：障害・性別・国籍等の様々な違いを超えて、誰もが対等な関係で関わり合える社会を目指すという理念 
 

６ 都市デザインによる魅力あふれる都市空間の形成 所管 都市整備局 
魅力と個性ある都市空間の形成を図るため、良好な景観形成に向けた屋外広告物・景観制度の普及・活用や、

歴史的建造物をいかした個性と魅力あるまちづくりを推進するとともに、新市庁舎等のまちの顔となる施設や、日本大
通りなどの公共空間等において、美しい街並み・賑わい等を生み出すデザインの総合調整等を行います。 

想定 
事業量 

①景観ビジョンによる施策の推進 ②魅力ある景観をつくる屋外広告物「横浜
サイン」の普及啓発活動 ８回（４か年） ③歴史をいかしたまちづくりの推進 
【直近の現状値】29 年度：①改定中 ②２回/年 ③推進 

計画上の 
見込額 

6 億円 

  
７ 【新規】歴史文化をいかした個性と魅力あるまちづくり 所管 教育委員会事務局、 

都市整備局、文化観光局 
横浜の歴史文化を保存・活用し、広く市民の理解を得ながら、個性と魅力あるまちづくりを推進し、地域の資源とし

てまちの活性化につなげるため、横浜らしい歴史文化に関わる基本的な構想等を策定します。 

想定 
事業量 

歴史文化基本構想の策定 
【直近の現状値】29 年度：未策定 

計画上の 
見込額 

1 億円 
 



Ⅳ ３８の政策 

４（冊子 42） 

観光・ＭＩＣＥの推進 
 

✦政策の目標・方向性 

・横浜の都市ブランドイメージを認知・浸透させるシティプロモーションを展開するとともに、
美しい都市景観や開放的な水辺空間など、横浜ならではの魅力の充実を図ります。 

・公民一体での戦略的な誘客プロモーション、観光客のニーズや利便性を考慮した受入環境の    
さらなる充実により、国内外からの交流人口の増加を図り、市内消費の拡大につなげます。 

・新たなＭＩＣＥ施設・周辺基盤施設等の整備とともに、経済波及効果の高い中大型の国際会議
等に加え、インセンティブ旅行などのビジネスイベントも誘致します。併せて、誘致環境の整
備、開催効果の顕在化を進め、「グローバルＭＩＣＥ都市」としての競争力を強化します。 

✦現状と課題  

・横浜の魅力ある観光資源を活用し、公民が連携した継続的なセールスなどにより、国内外から
の誘客に取り組み、市内の観光消費額や外国人延べ宿泊者数は着実に伸長してきました。 

・各国の首脳などが出席した 2010年ＡＰＥＣ横浜、アフリカ開発会議、第 50回アジア開発銀
行年次総会などの開催により、グローバルＭＩＣＥ都市にふさわしい実績を重ねてきました。 

・横浜の代表的なＭＩＣＥ施設であるパシフィコ横浜は、高い稼働率を維持しています。今後さ
らなる開催需要に応えるべく、新たなＭＩＣＥ施設の整備を推進しています。また、従来から
豊富な開催実績がある中大型の国際会議や医学会議に加え、新たなターゲットを設定し、誘致
活動を強化していくことが重要です。 

・都心臨海部では、今後、新たなホテルや大規模集客施設の開業などが予定されており、来街者
の増加につながることが期待されています。 

・国内各都市が誘客に注力するなか、ラグビーワールドカップ 2019TM及び東京 2020 オリンピ
ック・パラリンピックの開催、大規模スポーツイベントの誘致・開催などの機会もとらえ、デ
ータを活用した公民一体での観光・ＭＩＣＥ施策を推進することにより、国内外からの誘客を
一層強化する必要があります。 

 

 

政策６ 

 資料：観光庁「宿泊旅行統計調査」、文化観光局「横浜市観光 

動態消費動向調査」 

「パシフィコ横浜ノース（通称）」完成予想図 



Ⅳ ３８の政策 

５（冊子 43） 

✦指標 
 指標 直近の現状値 目標値 

（33年度末） 所管 

１ 観光消費額 3,195億円/年 
（28年） 3,623億円/年 文化観光局 

２ 外国人延べ宿泊者数 72万人/年 
（28年） 93万人/年 文化観光局 

３ 国際会議総参加者数 
（ＪＮＴＯ※基準） 

31万人/年 
（28年） 35万人/年 文化観光局 

※ＪＮＴＯ：Japan National Tourism Organization(日本政府観光局) 

✦主な施策（事業）  
１ シティプロモーション 所管 文化観光局 
横浜のブランド力向上や集客・賑わいづくりにつなげていくため、庁内連携を通じて、市内の様々な魅力資源を活

用し、ターゲットに適した広報媒体を選択しながら、データに基づく戦略的・効果的なシティプロモーションを国内外で
展開します。また、パーソナルモビリティツアーなど新たな魅力づくりに取り組みます。 

想定 
事業量 

ＳＮＳやデジタルメディアを活用した情報発信のリーチの延べ人数 １億人（４か年） 
【直近の現状値】29 年度：延べ人数 2,000 万人/年 

計画上の 
見込額 

５億円 

 
２ 国内外からの誘客促進  所管 文化観光局 
三溪園など観光資源の効果的な情報発信や旅行商品の開発促進など、データに基づき、ターゲットのニーズに合

わせたプロモーション、セールスを公民連携で推進し、国内外からの誘客を図ります。また、クルーズ旅客の観光・滞
在促進、ラグビーワールドカップ 2019TM、東京 2020 オリンピック・パラリンピックを契機とした誘客に取り組みます。 

想定 
事業量 

①国内セールス（旅行会社等）  560 件（４か年） 
②海外セールス（旅行会社等）  1,600 件（４か年） 
【直近の現状値】28 年度：①274 件/年 ②627 件/年 

計画上の 
見込額 

23 億円 

 
３ 観光客等の受入環境整備の推進  所管 文化観光局、都市整備局 
多様な来訪者にとって快適な滞在環境を実現するため、ユニバーサルツーリズム ※の推進や公衆無線ＬＡＮ及び

案内サインの整備を行います。また、市内観光の玄関口である観光案内所の機能拡充や多言語・多文化への対応
強化に取り組みます。さらに民間事業者への研修等を通じて、おもてなしの質の向上を図ります。 

想定 
事業量 

①主要観光施設の多言語化率 95％ 
②既存案内サインの再整備及び新規案内サインの整備 ４地区 
③公共空間における Wi-Fi の整備 ４地区 
【直近の現状値】29 年度：①80％ ②推進 ③推進 

計画上の 
見込額 

６億円 

 
※ユニバーサルツーリズム：年齢や障害の有無等にかかわらず、全ての人が楽しめるように創られた旅行  
４ ＭＩＣＥ誘致・開催支援機能の拡充 所管 文化観光局 
新たなＭＩＣＥ施設を活用し、経済波及効果の高い中大型の国際会議や医学会議に加え、ＩｏＴやライフイノベーショ

ンなどの成長分野の会議やインセンティブ旅行等を誘致するとともに、市内事業者等と連携したＭＩＣＥ開催を支援し
ます。 

想定 
事業量 

大型国際コンベンション誘致助成金交付件数 16 件（４か年） 
【直近の現状値】29 年度:２件/年 

計画上の 
見込額 

12 億円 

 
５ 新たなＭＩＣＥ施設・周辺基盤施設等の整備 所管 文化観光局、港湾局、 

都市整備局 
ＭＩＣＥの市場規模の世界的な拡大や横浜での開催需要を踏まえ、パシフィコ横浜と一体利用が可能な多目的ホ

ール、会議室、荷捌駐車場等の新たなＭＩＣＥ施設をホテルや周辺基盤施設等のＭＩＣＥ機能を向上させる施設と一
体的に整備します。 

想定 
事業量 

新たなＭＩＣＥ拠点の整備 しゅん工（32 年） 
【直近の現状値】29 年度：工事着工 

計画上の 
見込額 

102 億円 

 

６ 大規模スポーツイベントの誘致・開催支援等による地域経済活性化 ♢  所管 市民局 
「世界トライアスロンシリーズ横浜大会」などの大規模スポーツイベントの誘致・開催や地元プロスポーツチームとの

連携を通じ、市民のスポーツ観戦の機会を創出するとともに、大会参加者や観戦者の市内回遊を促進することによ
り、地域経済の活性化につなげます。 

想定 
事業量 

大規模スポーツイベント誘致・開催支援数 36 件（４か年） 
【直近の現状値】29 年度：９件/年 

計画上の 
見込額 

３億円 

◇p.45 の政策７主な施策（事業）３に後掲 



Ⅳ ３８の政策 

６（冊子 68） 

魅力と活力あふれる都心部の機能強化 
 
✦政策の目標・方向性 

 
 
 
 
 
 

✦現状と課題 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

政策 19 

・横浜の顔である都心臨海部や、神奈川東部方面線によりポテンシャルの高まる新横浜都心と
沿線地区、日本をリードする産業地域である京浜臨海部など、横浜の成長エンジンとなるエ
リアにおいて、経済活性化や持続的な成長に向けた都市づくりを進めます。 

・国内外からの多くの来街者を惹きつける都市空間の形成や、まちの回遊性向上など、地区ご
との特性に合わせた魅力向上を図り、さらなる賑わいを創出します。 

・横浜の成長をけん引する都心部では、羽田空港等との良好なアクセスや豊富な人材など、優
れたビジネス環境と、港に面した歴史ある美しい街並みをいかし、各地区で、国内外から多
くの人と企業が訪れ、魅力と活力にあふれるまちに向け、取組を進めてきました。その結果、
企業本社や研究開発機能に加え、エンターテイメントの集積等につながっています。 

・道路・鉄道等の交通ネットワークの充実や羽田空港の国際便増便などのさらなる交通利便性
向上や、ラグビーワールドカップ 2019TM、東京 2020オリンピック・パラリンピックの開催
などの機会をいかし、来街者の滞在環境整備や、水辺や緑などのまちの資源を活用した空間
づくり、多彩な交通の充実など、横浜の魅力や活力を高める取組が必要です。 

・都市としての国際競争力や魅力・活力を高めるためには、都心臨海部を核として地区ごとの
特性と魅力をいかしたまちづくりをさらに進めるとともに、各地区での取組を連携させるこ
とで相乗効果を生み出し、都市全体の活性化につなげることが重要です。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・新横浜都心とその周辺では、神奈川東部方面線の整備による交通利便性向上の効果を最大限
にいかし、新横浜都心の機能強化や日吉・綱島地区でのまちづくりなど、沿線の魅力を高め
るまちづくりを進め、地域全体の活性化につなげることが必要です。 

・京浜臨海部では、今後も日本をリードする産業地域とし発展していくため、生産機能の高度
化や成長分野における研究開発機能の集積と合わせて、先端産業をけん引する地域としての
魅力ある新たな都市空間を形成することが求められています。 

 
 
 
 

横浜駅周辺 
国際都市の玄関口として、駅の魅力

向上や賑わいのある都市空間の形成・
災害時の安全性確保など、国際競争力
強化に資するまちづくりを進めます。 

関内・関外 
市庁舎移転を契機とした拠点づくりを

進め、多様な機能が複合したまちづくり
により、地区全体の活性化を図ります。 

各地区の魅力を 
つなぎ合わせる 

みなと交流軸 

みなとみらい２１ 
横浜を代表する国際ビジネス・

MICEの拠点地区として、本社や研
究開発機能、エンターテイメント
等の集積をいかし、さらなる活力
や賑わいの創出を進めます。 

東神奈川臨海部周辺 
新たな拠点として、総

合的な地域の再編整備を
行います。 

山下ふ頭周辺 
新たな魅力創出を目

指し、ハーバーリゾー
トの形成に向けて再開
発を推進します。 

都心臨海部の各地区の位置と方向性 



Ⅳ ３８の政策 

 ７（冊子 69） 

✦指標 
 指標 直近の現状値 目標値 

（33年度末） 所管 

1 都心部の駅の 1日当たり平均乗降客数 341万人/日（28年度） 355万人/日 都市整備局 

2 みなとみらい２１地区の就業者数 10.5万人（29年） 12.5万人 都市整備局  
✦主な施策（事業） 
１ 横浜駅周辺・東神奈川臨海部周辺のまちづくりの推進 所管 都市整備局 

横浜駅周辺では、「エキサイトよこはま２２」に基づき、鶴屋地区国家戦略住宅等の再開発や、西口駅前広場等の
基盤整備、東口開発の検討等を推進します。東神奈川臨海部周辺では、東高島駅北地区等の開発を推進します。 

想定 
事業量 

①横浜駅周辺 基盤整備事業完了３か所 国家戦略住宅整備事業完了１
か所 ②東神奈川臨海部周辺 完了１地区、事業中１地区 
【直近の現状値】29 年度：①事業中２か所 ②事業中１地区  

計画上の 
見込額 

126 億円 

 
２ みなとみらい２１地区のまちづくりの推進 所管  都市整備局、経済局、文化観光局、

港湾局、温暖化対策統括本部 
大規模街区等の開発を進め、本社や研究開発機能の集積をいかした企業誘致やさらなる観光・エンターテイメント

等の集積を図るとともに、街区開発に合わせた基盤整備、公民連携やエリアマネジメント等の取組により、新たなビジ
ネス・産業や賑わいが生み出されるまちづくりを進めます。 

想定 
事業量 

①本格開発しゅん工件数 15 件 
②新たな MICE 施設の周辺基盤整備 供用（32 年度） 
【直近の現状値】29 年度：①建設中８件、計画中７件  ②事業中 

計画上の 
見込額 

149 億円 

 

３ 山下ふ頭の再開発の推進 所管 港湾局 
山下ふ頭が持つ優れた立地特性をいかし、大規模で魅力的な集客施設の導入などを含め、都心臨海部における

新たな賑わい拠点の形成に向けて再開発を推進します。 

想定 
事業量 

事業推進 
【直近の現状値】29 年度：事業中 

計画上の 
見込額 

210 億円 
 
４ 関内・関外地区の活性化の推進 所管 都市整備局、総務局、経済局、

建築局、市民局、道路局 
新市庁舎整備の推進等により北仲通地区の拠点機能を高めるとともに、関内駅周辺地区での国際的な産学連

携、観光・集客による賑わいの拠点づくりを進めます。文化芸術や業務機能の再生のためのまちづくりを引き続き進め
るとともに、スポーツ・健康の拠点づくり等、多様な機能が複合したまちづくりにより、地区全体の活性化を図ります。 

想定 
事業量 

①現市庁舎街区 跡地活用計画決定 ②新市庁舎供用 （32 年度） 
【直近の現状値】29 年度：①推進 ②事業中 

計画上の 
見込額 

909 億円 
 

 

※ｐ.73 の政策 21 主な施策（事業）1 の想定事業量①の一部 

 

５ 都心臨海部における回遊性向上の推進 所管 都市整備局、道路局、港湾局、  
交通局、文化観光局、環境創造局 

連節バスを活用した「高度化バスシステム」の導入や水上交通などの公民連携の取組による多彩な交通の充実を
図るとともに、公共空間の活用やイベント間の連携等により、人々が楽しみながら回遊できるまちづくりを進めます。 

想定 
事業量 

連節バスを活用した「高度化バスシステム」の一部導入（32 年度） 
【直近の現状値】29 年度：推進 

計画上の 
見込額 

48 億円 

6 新横浜都心とその周辺のまちづくりの推進 所管 都市整備局、     
温暖化対策統括本部 

神奈川東部方面線の整備等による交通利便性の向上をいかし、新横浜都心での商業・業務機能の集積や市街
地開発による都心機能の強化や、日吉・綱島地区における新綱島駅周辺の市街地開発を進めるほか、先進的な企
業と連携した環境の取組など、沿線の魅力を高めるまちづくりを進めます。 

想定 
事業量 

①新横浜駅南部地区のまちづくり 推進 ②羽沢駅（仮称）周辺土地区画
整理 事業中 ③新綱島駅周辺地区市街地開発   事業中３地区 ※ 
【直近の現状値】29 年度：①推進 ②・③事業中（検討中含む） 

計画上の 
見込額 

55 億円 

7 京浜臨海部のまちづくりの推進 所管 都市整備局、経済局、 
港湾局 

生産・物流機能の高度化やイノベーションを誘発する拠点機能の導入を図るとともに、土地利用と連動させた輸送
機能の強化や新技術による移動手段の検討など、来街者等にとって魅力的な都市空間の形成を進めます。 

想定 
事業量 

まちづくり検討地区 ３地区（守屋・恵比須地区、末広地区、山内地区） 
【直近の現状値】29 年度：マスタープラン改定に向けた検討 

計画上の 
見込額 

0.1 億円 



Ⅳ ３８の政策 

８（冊子 92） 

障害児・者福祉の充実 
 

✦政策の目標・方向性 

・障害児・者が自己選択・自己決定のもと、住み慣れた地域で安心して学び・育ち・暮らしてい
くことができるよう、障害福祉施策の充実を図り、共生社会の実現を目指します。 

・医療的ケア児・者等に対する総合的な相談体制の構築及び受入体制の充実に取り組みます。 
・高齢化・重度化等に備え、地域生活の支援を充実するとともに、必要な施設の整備を進めます。 
・障害者の就労を支援し、雇用を促進する取組を進めます。 
・障害者スポーツ・文化活動南部方面拠点を整備し、障害者スポーツ・文化活動を推進します。 
・障害特性を踏まえたコミュニケーションの推進など、障害者差別解消に向けた取組を進めます。 

✦現状と課題 

・共生社会の実現に向けて、障害者差別解消法※の理念を広く浸透させ、社会全体で障害のある
人への必要な配慮を行うことが求められる中、平成 28年５月に横浜市障害者差別解消支援地
域協議会を設置しました。こうした場での協議をもとに、取組を進めていくことが必要です。 

・障害児・者が住み慣れた地域で安心して生活し続けるために、多様化・複雑化するニーズに応
え、地域全体で支えるサービス提供体制を構築します。また、将来自立した地域生活が送れる
ように支援が受けられるような、人員を含めた体制づくりや施設等の整備が必要です。 

・医療的ケアを日常的に必要とする方等に対し、ライフステージに応じた在宅生活を総合的に支
援するための相談体制と受入体制の充実が求めら 
れています。 

・障害者が働くことへの社会的関心の高まりを受け、
障害者本人が社会とのつながりを構築し自己実現
を推進するため、雇用障害者数の増加傾向を堅持
し、福祉から就労への移行を進める必要がありま
す。 

・東京 2020パラリンピックに向けた機運の高まり
に合わせて、スポーツ・文化・レクリエーション
活動の場や機会をより一層充実させることが求め
られています。 

 

 

 

 

 

※正式名称：障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律 

障害児・者の生活を地域全体で支える 
サービス提供体制の構築イメージ 

（本市における区域の「地域生活支援拠点機能」） 

政策 31 

 
                 
 
 
 
 
 

                               
 

Z
【福祉保健センター】

【基幹相談支援センター】

・相談
・体制づくり

・相談
・専門的知識・技術の支援
・体制づくり

・相談
・体制づくり
・体験の機会・場の提供
（グループホーム空き情報の集約・管理）【法人型地域活動ホーム】

相互に連携

・緊急受入

Z
【福祉保健センター】

【基幹相談支援センター】
・相談
・体制づくり
・体験の機会・場の提供
（グループホーム空き情報
の集約・管理）

【法人型地域活動ホーム】

相互に連携

・緊急受入

【グループホーム】
体験利用空き情報の提供

【精神障害者生活支援センター】

資料：健康福祉局 

地域の障害理解と就労支援の取組（瀬谷区） 

 瀬谷区障害者地域自立支援協議会では、地域の障害理解を進めるため、独自
に教材を作成し、障害理解出前講座を実施しています。30年度は、新たに防
災をテーマに実施します。 
また、障害者の就労支援や工賃の向上を図るため、鉄道会社の協力を得て、 

駅で福祉作業所製品のバザーを開催するなど、商店街や企業と協力した取組を 
行っており、福祉作業所の利用者と地域に住む方との顔の見える関係づくりが進められています。 

 
 
 

 
駅福祉作業所バザーの様子 



Ⅳ ３８の政策 

９（冊子 93） 

✦指標 
 指標 直近の現状値 目標値 

（33年度末） 所管 

１ 
地域生活に係る相談件数 
（基幹相談支援センター、精神障害
者生活支援センター分） 

208,000件/年 
（29年度）（見込み） 261,000件/年 健康福祉局 

２ 
地域療育センターの支援の充実 
①初診待機期間 
②保育所等訪問・巡回支援人数 

①3.2か月（28年度） 
②1,650人/年（28年度） 

①2.6か月 
②1,890人/年 こども青少年局 

３ 市内企業（本社登記）における雇用
障害者数 

11,407人 
（29年度） 13,000人 健康福祉局 

４ 障害者スポーツ文化センター横浜ラ
ポール、ラポール上大岡 ※利用者数 

450,000人/年 
（29年度）（見込み） 517,500人/年 健康福祉局 

※ラポール上大岡：上大岡に新たに整備する障害者スポーツ文化センターの名称（主な施策(事業)６） 
✦主な施策（事業） 
１ 【新規】地域生活支援の充実 所管 健康福祉局 
障害児・者が住み慣れた地域で安心して生活することができるよう、居住支援の機能を整備するため、地域生活

支援のためのコーディネーターの配置や、精神障害者生活支援センターの相談体制の拡充など各区の相談機能の
強化とネットワーク化を通して、地域全体で支えるサービス提供体制を構築します。 

想定 
事業量 

①地域生活支援拠点機能の構築 18 か所 
②各区精神障害者生活支援センターの相談機能の強化 18 か所 
【直近の現状値】29 年度：①－  ②－ 

計画上の 
見込額 

53 億円 

 

２ 【新規】医療的ケア児・者等への支援 所管 こども青少年局、健康福祉局、
医療局、教育委員会事務局 

医療・福祉・教育等の多分野にわたる相談・調整を行うコーディネーターの養成・配置及び医療・福祉・教育等の
受入体制の充実に取り組みます。 

想定 
事業量 

コーディネーターの養成・配置 ２か所に配置（32 年度） 
【直近の現状値】29 年度：－ 

計画上の 
見込額 

１億円 

 
３ 障害児支援の拡充 所管 こども青少年局、 

教育委員会事務局、区 
障害児が早期に支援を受けることができるよう、地域療育センターにおける地域支援の充実・待機期間の短縮等

に取り組みます。また、児童発達支援事業所や放課後等デイサービス事業所等において療育訓練や余暇支援を受
けることによって、障害児が自立した青年期や成人期を迎えられるよう、支援体制を拡充します。 

想定 
事業量 

①放課後等デイサービス事業の事業所数 450 か所（累計） 
②児童発達支援事業の事業所数 139 か所（累計） 
【直近の現状値】29 年度：①262 か所（累計） ②110 か所（累計） 

計画上の 
見込額 

10 億円 

 
４ 障害児・者施設の充実 所管 健康福祉局、こども青少年局 
障害児・者が自立した日常生活を送ることができるように、常に医療的ケアが必要な人の地域生活を支援する多

機能型拠点の整備や、障害者の入所施設である松風学園の再整備などを進めます。 

想定 
事業量 

①多機能型拠点の整備 ６か所（累計） ②松風学園 再整備完了 
【直近の現状値】29 年度：①３か所（累計） ②－ 

計画上の 
見込額 

35 億円 

 
５ 就労支援施策の推進 所管 健康福祉局 
一般企業等への就職支援や就職後の定着支援を行う就労支援センターについて、障害者雇用のニーズに対応

し、各区と連携して福祉から就労への移行を推進するため、相談支援機能を強化します。また、関内地区や新市庁
舎内に、障害者を雇用し、障害者施設の製品等を販売する店舗を整備します。 

想定 
事業量 

就労支援センターの相談支援件数 69,000 件/年 
【直近の現状値】28 年度：60,380 件/年 

計画上の 
見込額 

13 億円 
 

６ 【新規】障害者スポーツ・文化活動の推進 所管 健康福祉局、 
市民局、文化観光局 

上大岡に新しくスポーツ・文化活動の南部方面拠点（ラポール上大岡）を整備し、その拠点と横浜ラポールや関係
機関等の連携により、日常の地域における活動や競技活動など、幅広いニーズに対する支援を行います。 

想定 
事業量 

ラポール上大岡 開所（31 年度） 
【直近の現状値】29 年度：基本設計・実施設計 

計画上の 
見込額 

11 億円 
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